令和８年１０月１９日

「多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成を加速する
ための方策について（審議のまとめ）」に対する意見

全国連合小学校長会

本会は、生成AI時代の到来や複雑化する学校の教育課題に対応し、「学びをデザインする高度専門職としての教師」の実現を目指す基本理念及び改革の方向性を支持する。
しかし、現在の小学校現場が直面する喫緊の課題は深刻な「教員不足」と「新規採用者・教育実習生の資質・基礎学力の低下」である。
制度改革の推進にあたっては、資質向上策と教員不足解消の一体的推進、及び高度専門職としての教師の「質の担保」が絶対条件である。全国連合小学校長会としての実情と懸念を踏まえ、以下のとおり意見を提出する。

Ⅰ．概要・位置付けに対する意見
○　生成AI時代に対応した「高度専門職業人」「学びをデザインする高度専門職としての教師」を目指す抜本的改革の基本理念を支持する。しかし、現在現場が直面する最大の障害は慢性的な教員不足である。どれほど先進的な研修体系や修学休業制度を拡充しても、現場の教員不足が解消されなければ、教員個人の自助努力や一部の意欲的教員に過度な負担が集中する結果となる。したがって、資質向上策の推進にあたっては、教職員定数の改善や代替教員の確実な配置による「教員不足の解消」を不可欠な前提とし、両輪として一体的に推進することを強く求める。
○　教職の魅力を高め、持続的な人材確保を図るためには、働き方改革や勤務環境改善に加え、給与改善をはじめとする処遇の抜本的向上が不可欠である。特に、「教師となった者に対する奨学金返還支援等の経済的負担軽減策」は、優秀な若手人材を教職へ引きつける実効性の高い施策であると考える。若手教員の離職も見られる中、一定期間の勤務を要件とするなどの条件整備を行い、確実に実施していくことを要望する。

Ⅱ．改革の方向性に対する意見
○　免許取得ルートの柔軟化等による免許保有者の拡大という方向性は一定程度理解するが、現場では「量の確保」が「質の低下」に直結することへの強い危惧が存在する。現況においても新規採用者や教育実習生の中で「基礎学力・一般教養の不足」「指導案が作成できない」「適切な文章表現ができない」といった課題が深刻化している。「高度専門職」と位置付ける以上、免許授与及び採用選考段階における基礎学力・教養・人間的資質の厳格な評価及び質の担保を絶対条件として維持すべきである。
○　小学校教育においては、児童理解や学級経営、一体的な人格発達の基盤となる「全科指導（ジェネラリスト）」を引き続き原則・基軸とする方針を支持する。算数・理科等の専科免許の新設や他校種免許保持者の活用にあたっては、小学校教育のジェネラリストとしての質的担保、並びに採用・配置・学級経営への影響を十分に考慮し、慎重かつ実効性のある制度設計を行う必要がある。
○　「強み専門性」は、個々の得意分野を生かし、学校組織を多様化、活性化するための改革案と捉えているが、「強み」を追求することにより、学級経営、生活指導等の教師として最低限身に付けるべき共通の基礎・基本の学びが薄れてしまうことを危惧している。
○　「強み」が配属された学校のニーズと一致しないことも想定される。「○○専門」と職務を限定してしまう意識が生まれ、「チーム学校」としての協調や、多角的な児童理解が難しくなるのではないかという懸念がある。

Ⅲ．主な改革事項に対する意見
１．教職課程の質と量の担保・向上
○　教職に関する科目においては、単なる教科指導法の習得にとどまらず、「教育及び幼児、児童又は生徒の理解」を最重視した学修構造に転換すべきである。学生や教育実習生に見られる「自分の授業スタイルへの固執」や「教え込み」から、「子どもに何を身に付けさせるか」「子どもの学びに寄り添い、支える」という指導観への転換を促すカリキュラムを確立することが求められる。あわせて、社会人としての基本的常識やマナー（約束の遵守、時と場に応じた行動等）の育成も大学教育段階で徹底する必要がある。
○　教育実習は、学生が自らの教職への適性を判断し、実際の職務を体験する極めて重要な機会である。大学側が実習の指導・管理責任を明確にし、事前事後学習を充実させるとともに、手書き書類の全国標準化・電子化や受入人数の平準化等を推進し、受入校の過度な負担を確実に軽減すべきである。また、学校現場の負担が少なく、学生が学校現場を知る期間が長くなるよう、例えば「教育実習＋学生ボランティア」のような組み合わせも効果的と考える。
○　入職後、一定の職務経験を経た教員が教職大学院等で実践と理論を往還させる学びは、専門性を飛躍的に高める上で有効なものと認識している。しかし、大学院修学休業制度等を活用して現職教員の学び直しを促進するためには、派遣期間中の勤務を代替する教員の配置が不可欠であり、条件整備なしに制度のみを拡大することは避けるべきである。
○　小学校の基礎的な免許状における全１０教科の学修必修化については、全科指導を原則・基軸とする方向性を踏まえており期待している。コアカリキュラム及びCBTの導入にあたっては、初任者に求められる最低限の基礎学力を客観的に確認・担保する手段として有効活用すべきであるが、大学教育がCBT対策に偏重することのないよう、教員養成の本来の趣旨を踏まえた運用を行う必要がある。

２．多様な専門性や背景等を有する社会人等が教職へ参入しやすくなるような制度の在り方
○　特別免許状や多様なプログラムの活用による社会人人材の入職促進には、教員不足を補う上でも効果があるものと考える。しかし、高度な専門性を有する人材ほど「自らの知識を与えるだけの一方的な講義型授業」に陥りやすく、次期学習指導要領が目指す「主体的・対話的で深い学び」や児童理解から乖離する懸念がある。入職にあたっては、「教師としての在り方」「子ども理解」「学校文化」に関する体系的研修及び職場でのフォローアップ体制の構築を行うべきである。
○　学部で教職を履修しなかった社会人が大学院の新課程で３５単位程度を修めて短期間で免許を取得する仕組みが検討されているが、教科の指導法や生活指導、不登校対応などの実践力が十分に身に付くのかという懸念がある。
○　小学校における専科普通免許状の新設や、中学校免許保持者の小学校活用等については、今後拡大していく小学校教科担任制に資する面がある一方、担任不在時の対応や学級経営、学校組織の運用上の課題が生じる可能性がある。こうした課題に対応するため、中学校と同様に専科教員も担任として学級指導が行えるようにすることが必要である。配置や人事、異動における混乱を防ぎ、小学校教育の質を維持・向上させる観点から慎重な制度設計を求める。

３．今後更に検討・議論が必要な事項
○　多様な専門性や背景をもつ教職員集団のパフォーマンスを最大化するためには、管理職の組織マネジメント力の向上とそれを支える環境が必須である。校長がリーダーシップを発揮し、心理的安全性を確保した学校経営を行うためにも、誤りを許さない風潮の見直しや業務の精選、定数改善を進め、教職員が日々の勤務の中で対話や研鑽を行える「質の高い学びの余白」を保障することを強く要望する。
○　生成AIをはじめとするデジタル技術の活用を評価する一方で、教育の根幹は教師と児童との人間的な温かみをもった触れ合いや、個に応じた丁寧な見取り・発達支援にある。技術活用を推進しつつも、対面で学ぶことの意義や教師・学校が果たす本質的役割を見失うことなく、バランスの取れた教育環境を維持すべきである。
○　免許制度や養成カリキュラムの改革のみでは教員志望者の根本的増加は見込めない。福利厚生面での改善、給与・処遇の改善、働き方改革による超過勤務の解消、支援スタッフの増員、経済的負担軽減措置を包括的に推進し、教職が若者にとって真に魅力的で報われる職業となるよう、国として強力な施策を継続的に講じることを要請する。
